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発展途上国におけるソフトウェア産業と知的財産権











































II.コン ピュ ータ ソ フ トウ ェ ア 及 び 関連 サ ー ビス の グ ロ ーバ ル 化 と知 的財 産 権
1.そ の背 景
ソフトウェア及び関連サービスが、国際経済において登場してきたのは、製造業に比するとかな
1)ソフ トウェ ア産業というも のは、厳 密 にはサ ービス 、製品及び トレーニング に分 ける ことができる。サ ービス
　 には、人材 派遣、データプ ロセ ッシング 、プ ログ ラミングサービス 、コンサルタン トサービスが含まれる。 ソ
　 フ トウェア製 品 には、ニッ チ製 品やマス マーケ ットを対 象 にした製 品が含まれ る。 ソフト ウェア における 技
　 術 、製 品における トレーニング には、企業 向け及 び個人 向けがある。(India　Infoline.com　and　The　Stock　Ex-
　 change,　Mumbai,　Basics　ofInformation　Technology　Indnstry,　India　Infoline.com　Ltd.,2000　p　3.)
2)1998年7月、米 国巡回控訴裁判所(CAFC)は 、　State　Street事件(State　Street　Bank　vs　Signature　Financial
　 Group,　Inc.,47　uSPQ　2d　1596,　Fed.　Cir.1998)において重大な判 断を下した。　Signature社の 「ハブ ・アンド ・
　 スポーク型金 融サービス構成 向けデータ処理システ ム」という投 資管理方法 につい て同社 とのライセンス 交渉
　 に行き詰まったState　Street銀行が 当該投 資管理 方法の特許の有効性を争 ったのが本件であるが 、原審判決 で
　 は、本件発 明が結論 的には数学 的アルゴニズム であること、「ビジネス方法」であるこ と、保護 され ない抽 象的
　 アイ デア であ るこ と 等を理 由として 、そ の特 許性 は否 定さ れた 。米 国で は 、1908年のHotel　Security事件
　 (Hotel　Security　Checking　Co.　v.　Lorraine　Co.(160　F.467(2nd　Cir.1908))判決以降、「ビジネス方法は特許の対象
　 とはなり得ない」という判例法上 の原則 が存在 し、「ビジネス方法のカテゴリ ーに属する と解 され る発 明につい
　 て は、他 の特許要件の充足 にかか わらず、特許 法の保 護対象か ら除外 するという原則 を根 拠として、本件 特許
　 も有効で はな いと示 されたのであった。しかし 、CAFCは 原審 が根 拠とした数学的アルゴリズムであるこ とに
　 ついて は、本 件発明のような 変換 は有用かつ具 体的、実体のある結果 を生み 出すか ら、数 学的アルゴリズム の
　 応用的利用であ り、必ずしも 、特許保護 の対象か ら除外 されるも のではないと判示した。そして、「ビジネス 方
　 法」 については、Hotel　Security事件において、特許が認 められ なかった のは、新規性 に問題があったからであ
　 り、「ビジネス方 法」を特許の対象外 とするという理 由か らではないと示 した。 これによって 、「ビジネス方 法
　 除外の原則」 は覆ってしてしまった のであった。本件 において、特許は結局無効とされたが、それは、「ビジネ
　 ス方法 」が特許の対象外とい うことではなく 、新 規性及び 「発 明」の欠如故のこ とであるとされた点 はそ の後
　 のビジネス 方法特許の成立 において極めて重要 な布 石であると考 えられている。本件 は、地裁 に差し戻 され た
　 後 に、State　Street　Bank側が訴訟を取り下げている。
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り最 近 のこ とで あ る。 最も 初 期 のオペ レー ショ ン シス テム(OS)は 、製 造 業者 が提 供 した 、 ある
い は、社 内で 開発し たコ ンピ ュータ を 作動さ せる ため にユ ーザ の側 が書い てい た。 しか し、1960年
代ま で に、コ ンピュ ータハ ー ドウェ ア の製造 業者 は 、そ の利 用層 をよ り拡 大す るた め には、製 造業
者 自身がソ フ トウェ アを 提供 しな けれ ばな らない と考 える よう になっ た。 そし て、 ソフ トウェ ア の
開発 は、処 理能 力 の向上 ととも に、プ リンタ やディ スク ドラ イブ 等 の周辺機 器の改 良をも もた ら し
た。そ う したソ フ トウェ アの 開発 がも た らす 恩恵 は 、ハ ー ドウェ ア 自体 の売 り上 げにも結 びつ いて
い くこ と とな っ たた め に 、ハ ー ドウ ェ ア の製 造 業者 は 、無 料 でソ フ ト ウェ ア を提 供 した の で あっ
た。 だか ら、ハ ード ウェ ア製 造大 手のIBMが 、ソフ トウ ェア産 業 におい ても 、大 きなカ を示 した
こ とは驚 く べき こ とで はなか っ た。 しか しな が ら 、そ の転機 は 、IBMの 反 トラス ト法 違 反 に関わ
る1968年の裁 判 により訪 れ た。IBMは 、こ の裁判 によ り、ハ ー ドウェ ア とソ フ トウェ ア を分 離せ
ざる をな くな り、以 後 、パ ッ ケー ジの販 売価 格 に、「無料 」のソ フ トウェ アを 「抱き 合わ せて 」ハ ー
ドウ ェ アを販 売 す るこ と がで きな く なっ た ので あっ た3。しか し なが ら 、ユ ーザ は依 然 と して 、ソ
フト ウェア 開発 にお いて は大 変重 要な存 在で あ り続 け、成 功すれ ば、独 立した ソフ トウェ アハ ウス
を創設 する 例も 多か った。
　 や がて 、1980年代 にな ると 、パ ーソナル コ ンピ ュータ が 普及 し、潜 在 的なコ ンピ ュータ のユ ーザ
が増 えてい った 。し かし 、そ れら のユ ーザ は、独 自の ソフ トウェ ア(ア プ リケ ーシ ョンソ フ トウェ
ア)を 開発 する こ とはで きな かっ たの で、そ の必 要 に応 じ てOSソ フ トウ ェア を外 注し始 めた 。こ
れ によっ て 、廉 価 のパ ッケ ー ジソ フ トウ ェア4が登 場し 、そ れ が 、1980年代 に はソフ ト ウェ ア 及 び
サー ビス の市場 シェ アを 占拠 する よう になっ てい った ので ある。1990年代 に入 ると 、高度 な情 報処
理能 力を備 え たPC(パ ーソ ナル コン ピュ0タ)が 安 い価 格 で、一 般 家庭 にまで 普及 し始 めた 。そ
し て 、 そ れ に伴 い 急 激 にス タ ンダ ー ド パ ッ ケ ー ジ の ソ フ ト ウ ェ ア 、MicroPro　Internationalの
WordStarや、　Lotus　1-2-3のよ うな 表 計算 ソ フ ト(Spreadsheet　Applications)が登 場 し 、そ して
1990年代 には 、Dosシス テ ムの成 功 を基 に、　MicrosoftがWindows　Systemを開発 して 、ソフ トウ
ェア 産業 にお いて揺 ぎな い地位 を 築いた ので ある。
2.途 上 国の ソフ トウ ェア産 業へ の参 入
　コ ン ピュ ータ ・ソ フ トウ ェ ア及 び 関連 サ ービ ス は 、1990年代 に入 っ て急 激 な成 長 の 一途 を 遂 げ
た。IDC(International　Data　Corporation)によ る と、1996年のソ フ トウェ ア 市場 は約950億ドル
で 、2000年度ま で の世界 のソ フト ウェ アは約1800億ドル の価 値 をも つ も のと推 定さ れた。 こ の成長
は、ソフ トウェア産 業だけでな く、経済発展 という観 点からも 、重要な意 味を持つも のであろう。
3)1968年以降IBMに 対しては多く の反 トラスト訴訟が提起されている。(Sara　Baase,"IBM:Producer　or　Preda-
　 tor,"Reason,　April　1974,　pp4-10.)
4)一般 に市販 されているアプリケ ーション ・ソフ トを指す。パッケ ージ(箱)に 入っ て販 売されているた め、受
　 注ソフト(オ ーダーメイドソフ ト)、オンラインソフト等 に対して市販の汎用ソフ トをパ ッケ ージソフトと呼ぶ























3.イ ン ドに お ける ソフ トウ ェア産業 の台頭
　そ のよう にソ フ トウェ ア産 業の 国際 的分業 体制 に参 画す るこ とを試 みる 途上 国の 中でも 、イ ン ド
は 、顕著な 成長 例を 示し たと いえ よう。イ ン ド のソフ トウ ェア産 業 は、1990年代 に急 激な 成長 を示
した。
　IBMやHoneywellのよう な輸入 ハ ードウ ェア に付 随し てきた シス テム ・ソ フト ウェア のア プリ
ケー ション を記 述す るこ とか ら発展 し てきた の がイ ン ドの ソフ トウェ アで あ り、ま た、ソ フ トウェ
アのエ ン ドユ0ザ の近く でサ ービス の提 供を 行う のが 、ソ フト ウェア サ0ビ ス であ った が、 半導体
生産や 産業 工 学の応 用 、音声及 び データ コミ ュニ ケー ショ ンの 改 良が、地 理 的な制約 を克 服 したた
め に、世界 中のどこ にお いても 、 ソフ トウェ ア 開発 は可能 となっ た。 それ まで 、エ ンドユ ーザ の側
5)顕 著 な 例 と し て 、 シ ー メ ン ス は そ の 研 究 開 発 費 の60%以 上 を ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 に 投 じ て い る 。(United　Nations
　 Conference　onTrade　and　Development,　op.cit.　p.4)
6)ibid.
7)ソ フ ト ウ ェ ア 関 連 の 労 働 者 に つ い て は 、 イ ン ド で は 、 平 均 約12,000ドル の 年 収 を 得 て い る と 推 定 さ れ て い る が こ れ
　 は 、 欧 米 の 同様 な 職 種 の4分 の1以 下 で あ る と さ れ る 。(Robert　R.　Miller,"Leapfrogging?",　India's　Infonrnation
　 Technology　Industry　and　the　Internet,　International　Finance　Corporation　Discussion　Paper　No.42,2001,　p.19.)
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出所: NASSCOM  , The IT Sector and Services Industry in India: Strategic Review 
2000, February 2000
は 、開発ス タ ッフ が離れ てい るこ とで 、管理 が行 き届か な くなる こ とを懸 念し 、遠 隔地か ら のソフ
トウ ェ アサ ービ ス の輸 出を 回避 す る傾 向が 強か った が 、次 第 にオ フシ ョ ア8にお け る低 コス ト で の
開発 が、経 費 削減を 余儀 なく され る先進 国企 業 にとっ ても魅 力 的なも の と考え られ るよ う にな って
いっ た。イ ン ドが 、優 位性 を発 揮 し 出した のは 、まさ にこ の分 野 にお いて であ る。 米 国の平均 的な
プロ グラマ ー の年収 が 、8万 ドルか ら10万ドル で ある の に対して 、イ ン ドの平 均的 なプ ログラ マ ー
の年収 が約3000ドル であ り、 さら に通信 費 、ハ0ド ウェ ア 等 に関わる 諸経 費もイ ン ドの方 が米 国よ
り40-50%安い とあ っ て、1970年代 にプロ グラ ミ ング の契 約か ら成 長 して いっ たイ ン ドの ソフ ト ウ
ェア 産業 は、オ フシ ョア ・サ ービス の受 注 の伸 びと とも に、そ して 、1990年代 の 自由化(新 経 済政
策)を 追い 風 に、大 きく成 長 をみ るこ と にな った。9
　 そ して 、Fortuneが選 んだ 世界 の優 良企業500社のう ち 、104社がイ ン ド企業 にソ フト ウェア のア
ウ トソー シン グ を行っ て いる こ とか らも10、また 、NASSCOM(イ ン ド全 国 ソフ トウ ェア ・サ ービ
ス 業 協 会)11は、2008年ま で にイ ン ド のソ フ トウェ ア 及 び 関連サ ー ビス の 輸 出は500億ドル 規模 に
至 り、110万の雇 用 を創 出す る だ ろう と 予測 し てい るこ と か らも 、1290年代初 頭 まで 低 迷を 続 けて
きたイ ン ド経 済の 実績 と は対照 的 にイ ン ド経 済 はも はや ソフ ト ウェ アを 中心 とす るIT産 業を 起爆
とし た新 しい躍 進を 遂 げつつ ある よう にさ え見 える。
8)インドにおいて は、1990年代までは人材派遣活動的body　shopping)な要素 が強いのが特徴であった。っまり、
　 外 国のクライ アントの所に、人材を派遣し、主 にコーディングのような 、契約 内容 に従った特 定の作業を実行
　 させ るという 「オンサイ ト ・サービス」が 中心であった。近年 は、このような 「オンサイ ト ・サ ービス 」に代
　 わって 、インド 国内か らネットを通して直接サービス を提供する 「オフショア ・サービス 」又は 「オフショア」
　 の共同プロジェクトが増加 している。1991年には、ソフトウェア総輸 出のわずか5%に しか過ぎ なかった 「オ
　 フ ショア ・サービス 」は、高速のデータ処理リンクの発展 に伴い、2000年度 にはソフ トウェア総輸 出の44%を
　 占める に至っている。(マノジュL.シ ュレスタ、「イ ンドIT産 業の成長 と課題一新たな 国際競争優位 性をめぐ
　 る考察一 」、『 甲南経営研究』、第43巻1号(2002年))
9)  <http//www.American.edu/carmel/ph0010/page9.html> 
10) Dataquest, 31 July 1996, pp. 43-44.
11)NASSCOMとは、インドにおけるITソ フトウェア及びサービス 関連組織を統括する組織で、1988年に設立さ
　　れたNPO(非 営利組織)で ある。そ の会員 は870社に及び、インド におけるソフトウェア産業の収益の95%以
　　上が会員 企業によって生み出されている。会員企業の業種は、ソフトウェア 、インタ ーネッ ト、Eコ マース 関
　　連 の現 地企業及び多 国籍企業を含む民間企業、公企 業にまで及ぶ。NASSCOMは 、国際的にもWISTA(世 界
　　情 報 技 術 サ ービ ス 連 盟)、ASOCIO(ア ジ アオ セ ア ニ ア コ ンピ ュ ー タ産 業 機 構)に 代 表 を 出 して い る。
 <  http://www.nasscom.org> 
12) The Economist, June 2, 2001, p. 18.
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皿.ソ フトウェアおよび関連サービスの開発における知的財産権の役割
1.ソ フ トウェアの特許化をめ ぐって
　そのよう に、インドをはじめとする途上国の一部が近年参入し始めたソフトウェアは、米国、









故なら、Wattの発 明は、蒸気を用いた機 関の燃焼効率を改善する 「方法」にあり、それまでの英
国特許法の解釈 によれば、特許対象となる発明は販売可能な物理的製品に限定されていたからであ













13)インドにおいてコンピュータ ・プログラムは1957年著作権法(1994年改正法)に よっ て保護 され ている。 同法
　 の下、オ リジナルなソフトウェアプログラムは、 当該プログラムが記述されてハ ードドライブか 、フ ロッピー
　 ディス クに格 納された、あるいは、プリンターリスティング によって作動された 時点において 自動 的に著作権
　 　により保護 される。原則的には、著作権の保護というもの は、ソフ トウェア におけるアイ デア の表 現に対して
　 のみなされるも ので、アイ デアそのものを保護するもので はない。何がアイデアを構成 し、アイ デアの表現が
　 何 を意 味するのかという決定は、著作権法の下でのソフトウェアの保護を考 える にあたっ て極 めて重要な点で



























慎重な態度が取り続けられてきた。20それ に対して 、ソフトウェアの媒体特許を認 める米国、 日
15丿眞壽 閏ll唄啓 、1バイオ 関連発 明と特許市U度一 バイオ畊 究を刺激 する制度 を考 える一」、凵 特技懇』〔No.　X14)、
　　2000年、29頁。
16)コンピュータ ・プログラムの特許性をめぐる事件としては、2進 化10進数形式 の信 号を 純2進 数形 式に変換す
　　る方法 の特許性を 問題 にしたBenson事傑Gottschalk　v.　Benson　et　al.(1972)409　U.S.63.175　U.S.P.Q.673)や、




19)なお、プ ログラムを使う技術的発明 については特許 の対象である。
20)さらに、クレーム全体については、従来技術 に対してどのような貢献があるか が考察 されるこ とになる。 そし
　　て、そ の貢献が技術的なも のであれば、クレームされた発 明は特許の対象 となる。こ のようなコ ントリビュー
　　ションアプローチをとる背景には、本来特許不可能なもの、例え ば数学 的な方法や 商業 上の方 法が単に知られ
　　た製 品や 物と結び付けられることによって突然特許の対象となるの は不合理だ との考 え方 があ るようだ。 だか
　　ら、数 学的方法とコンピュータが結びついたからといってただち にそれが特許 の対象 となるこ とはない。 その
　　場合も コントリビューション(貢 献)を みて、それがテクニカルなものか どうかを判 断し、特許性 が判断され








1975.12「プ ログ ラ ム 審 査 基 準(そ の1)」
一 「方 法 」 と して 記 載 され た プ ロ グ ラ ム
　 関連 発 明 の保 護 を認 める
1982.12「マ イ コ ン運 用 指 針 」








1997.2「新 運 用 指 針 」

















　 　 　→ 新 審 査 ガ イ ド ラ イ ン(1996.2)
　 　 　ソ フ トウ ェ ア 関連 発 明の 成 立 性 の 基
　 　 　 準を 緩 和
1998　State　Street半り決
(有 用 ・具 体 的 ・有 形 の 結 果 を 生 じ る か)
　 ビジ ネ ス 方 法 の 例 外 の 否 定























































州企業の運動もあって、1999年11.月20日開催のEPC加 盟 国20力国の代表者会議は、つい にコンピ
ュータプログラムを不特許事 由から除外するなどの改正を行う動きをみせた。23しかし、その後










21)日本 においては、コンピュータ ・ソフトウェア関連発明の審査基準の改定(2001年1月より適用)に おいて、
　　① 媒体に記録 されていないコンピュータ ・プログラムを 「物の発 明」 として取 り扱うこ とを明らか にした。 ②
　　ハ ードウェアとソフトウェアを一体として用い、あるアイデアを具体 的に実現 しよう とする場合 には、そのソ
　　フ トウェアの創 作は、特許法上の 「発明」 に該 当することを 明らか にした。③ビジネス 関連発 明の進 歩性 の判
　　断に関する事例を充実させ、個別のビジネス分野とコンピュータ技術分野の双方 の知識 を備 えた者 が、容 易に
　　思いつくも のは進歩性を有しないことを明らかにした。
22)特にこの1998年の審決(T1173/97)からは、事実上は保護対象 として認 められてきたが、 明文上 は、コ ンピ
　　ュ ータ ・プ ログラム 自体 は特許の対象 に当たらないカテゴ リーの一つ とされたままであった。





　　した調 査報告書の支持を表明している。2つ の研究機 関は、ドイツも欧州も米 国のような広範 囲で、技術 的な
　　実効性 をもたないソフトウェア特許を導入するべきではないとしている。(Federal　Ministry　of　Economic　and
　　Technologyホー ム ペ ー ジ 。 〈http://www.bmwi.de/Homepage/English%20Pages/Other%20topics/Softwarepa-
　　tent.>
26)2000年5　・日には、ドイツ経済 ・技術省も、ソフトウェア特許がコン トロールできな い特許範 囲の拡大をも
　　た らす と危惧する 中小企業の代表者との間で、「特許制度とIT企 業 」と称する懇談会をベルリン において開催
　　している。そ こで は、約40のドイ ツのソ フトウェア 企業、政府省 庁 、特許 庁、大学 関係 者が 、経済省 に集 ま
　　り、ソ フ トウェア 特許 が経 済、そ して 、情 報社 会 に与 える影 響 につ いて話 し合っ た。<http://swpat.ffii.org
　　/penmi/bmwi-20000518/indexen.html>
74　発展途上国におけるソフトウェア産業と知的財産権
であ るFFII(Foundation　f raFree　Information　Infrastructure)は、ヨー ロッパ 特許 庁(EPO)
がソ フト ウェア に特 許を 与え るこ と によって 特許 法を濫 用 してき た と示す 膨大 な法 的資料 を提 示す
る等 してソ フ トウェ ア特許 の 弊害 、ソフ トウ ェア 特許 が経 済 に及 ぼす マイ ナス の効果 を示 す等 して

























27)その中でも 、特 に興味深い論客 としては、FFIIの招聘を受 けて ドイ ツにやって来た、アメリカ の特許研 究者
　 Gregory　Aharonianがいる。　Aharonianは、アメ リカ の特許 制度に関する概観を示し 、合理 的な審査 手続 きが
　 なされていない問題 点と、本 当の発明が選定されていない 問題点を示した。Aharonianはソフ トウェアは特別
　 なイ ノベ ーションイ ンセンティブ制度が必要ではない分野の一つであ り、ソフ トウェア の特許制度 は、百害あ













タ ・ソ フ トウ ェ ア及 び 関連
サ ー ビス 産 業 の 存在 は小 さ
い。 国内に存在するのはわず
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　 　 　and　Service　Industry:Implications　for　Developing　Countries",2002,(UNCTAD/ITE/TEB/12),　p.28.より 作
　 　 　成 。
あ る 。
また、弱い知的財産保護 は、現地企業による、現地により適したソフトウェア生産をも阻害する
こと になる 。イ ンド にお いて は、Wipro　System及びSonataがイ ンド 市場 向 けのパ ッケ0ジ ソ フ ト






　 一方 で 、途 上国 におい ても 、欧州 同様 に、フリ ーソフ ト ウェア を別 のモ デル とし て提示 する 動き
も あ る。コ ン ピュー タ ・プロ グラ ムの複 製 、再頒布 、解 析 、改変 等 の行為 に対す る既 存 の知 的財産
法(著 作権 法)上 の制約 を排 除し 、 自由 に新 しい プログ ラ ム 開発 を行 える 環境 を提 唱する 動き は 、
世 界 的 にも 広 が っ て い る 。29Unb4X　Windowsべ一ス の シス テ ム の代 替 と し て 利 用 さ れ るLinux
べ一ス のソ フ トウェ アやGNUシ ス テム 環境 のソ フト ウェ ア は、そ の開発 やテス ト がオ ープン に さ
れて いるた め 、コス ト面 だ けでな く、 商業ベ ース のソフ ト ウェア よ りも よ り信頼 性 が高い とい う評
価 も あり 、また 、ユ ーザ は 、限ら れたベ ンダ ー にサポ ート を求 める必 要 がない ため 、管理 面でも 、
どこ か に依存 しな けれ ばな らない とい うこ と はな い等 の利 点か ら 、30フリ ーソ フ トウェ ア は 、多く
の後発 途 上国 におい ても 普及 しつ つある 。し か しなが ら、 フリ ーソフ トウ ェア の普及 にとっても 、
Windows等の海 賊版 の普 及 は参入 障壁 とな る場合 が現 実 にはある 。31
　 しか し 、重 要なこ と は、一 見し て既存 の著 作権 法制 の存在 そ のも ののア ンチテ ー ゼ的な 存在 に 見
えるオ ープ ンソ ース の主 張 にあっ ても 実は 、そ の前提 にあ るの が既存 の著 作権 であ ると いう 点であ
る。 例え ば、GNUに おい て は、そ の複 製や 改 良、頒布 は 自由に行 われ る と考え られ る。 しか し 、
GNUに も 詳細 なGPL(General　Public　license)とい う利 用許諾 契約 が添 付さ れて おり 、そこ で規
定さ れた 制 限 に反す るよ うな 利 用行 為 は禁 じられ て いる ので あ る。 これ はLinuxにつ い ても 言 え
るこ とであ る。 つま り 、フリ ーソ フト ウェア 、オ ープ ンソ ース と言 えども 、全 く 自由 にな んでも 野
放 図に可能 であ る という こと では なく 、実 は既存 の著 作権 に基 づき 、ライ センス が なされ てい る と
いう 点は認 識 してお かな けれ ばな らな いであ ろう。
　 次 に、途 上 国 にお ける ソ フ トウ ェ ア 開発 に関わ る 政策 の傾 向を 整 理 して お きた い 。政 策 と して
は 、主 に2つ の 流れ があ る よう に思 われ る。 つ ま り、1つ め は、「供給 者 育成 型」 の政 策 であ る。
この政 策 の下 では 、国 内企業 だけ でな く、多 国籍 企業 をも誘 致で きる だ けの知 的財 産法制 の整備 及
びエ ンフォ ースメ ン ト が実行 さ れな けれ ばな らない 。 そし て 、2つ め は、「利 用者 主導 型 」の 政策
であ る。こ こ では 、現地 のソ フト ウェア 及び 関連 サー ビス のニ ーズ に合っ たフ リー ソフ トウェ ア の
開発及 びア クセス が重視 され る。 しか しな がら 、後者 にお いて は、廉 価で 、利 用者 志 向、利用 者フ
レ ンド リ ーな ソ フ トウ ェア 活 動 のネ ッ トワ ー ク の確 立 が 目指 され る た め 、フル ス ケ ール の コ ンピ
ュータ ・ソ フ トウェ ア及 び 関連 サ ービス 産業 の確 立 は時と して迅 速 に進ま ない こと がある 点 は認 め
ざる えない だ ろう。
　 ど ちら の政策 を とるべ きな のか は、そ の 国のソ フト ウェ ア 開発 力 のレベル にも よ るとこ ろ が大き
い。 しか し、「利 用者 主 導型 」 にお いても 、「供給者 育成 型 」程で はな い にせよ 、既 に述 べたよ う に
知 的財 産法 制 の整備 は必 要と なっ てくる 。32






3.イ ン ドに お ける ソフ トウ ェア開発 と知 的財産 権
　 そ して 、イ ンド は、上 述し た 「供 給者 育成 型」 のソフ ト ウェア ・サ ービス 産 業を 国を挙 げて の支
援 しよう とす る 国の 一つ とな り つつ ある。IT及 びソ フト ウェ ア 開発 につ いて は 、 国を挙 げて の上
げて の対策 委員 会National　Taskforce)33が1998年5月22日にバジパ イ 首相 によっ て 立ち 上げ られ 、
1999年10Aには、　IT省(Ministry　of　Information　Technology)が設 立され る等 、一連 の支 援策 は着
実 に進 んで いる 。
　 しか し 、知 的財産 権の うち でも 、特 に特許 と の関わ りで は、ソ フ トウェ アそ のも のの保 護 につい
て は特許法 上 、明確 な規 定 はない ので 、現行 特許 法(1970年)をも っ て の保 護 はで きない と考 え ら
れる 。34また 、近年IT法(2000年)が 施行 され て はい る が、こ の 法 にお いても 、ソフ ト ウェ ア に
つい ては 、何 ら規定 は設 け られて いな い。
　 だ が、ソ フ トウェ ア に特許 を付 与する 問題 自体 は 、イ ン ド においても ま すます 深刻 な 問題 にな り
つつ ある。 ソフ トウ ェア に対 する 特許保護 は、非 生産 的で 、ソフ トウ ェア 産業 の世 界的な 成長 とイ
ノベ0シ ョ ン を現実 に は阻害 する とい う見解 が依 然示 され る一方 で 、産業 界 には、 特許 による ソフ
トウ ェア の保 護 が 、より 国 際競争優 位 を 高め るも ので ある と 主張す る 声も 強く なっ てい る。35つま
り 、ソフ トウェ ア に対す る適切 な保 護 が与 えられ れ ば、イ ンド にお けるソ フ トウェ ア産業 は 、安価
な価値 しかも た ない 人材 派遣 やデ ータプ ロセ シン グ製 品と いった 業態 か ら、オ リジ ナル製 品志 向の
業態 に転換 し える と考え られ てい るか らだ。 また 、ソフ ト ウェア 保護 を 国際水 準 にまで 強化す るこ
とが 、対外 投 資を 引き付 ける こと にも つな がる との見方 も 強い。 バン ガ ロール の 国立法科 大学 によ
る2000年の調査 で は、著 作権 より 、特許 法の ほう が 、ソ フ トウェ ア分 野 にお けるイ ノベ ーショ ンを
よ り保 護で きる とい う結 果も示 さ れて いる。36
　 ソ フト ウェア に関する 特許 につ いて の選択 肢 として は、イ ン ド国 内で は、 問題 の ある特 許ク レ ー
ム に反 対す る 強いセ ーフ ガー ド制度 を備 えた 上で 特許 とし て認 める のか 、ある いは 、よ りライ フス
パ ンを 短 く した 特許 と する の か 、ま た は 、イ ン ドの 現在 のソ フ トウ ェア 開発 力 にあ っ て は、 む し
ろ 、ソフ トウェ アを保 護 する ため の特別 の制 度を創 設す べ きで はない か という よう な様 々な議 論 が
提起 され始 め てはい るが 、ソ フト ウェア の特 許保護 に関す る 問題 に一 定 の方 向性 が 打ち 出され るま
で は、もう 少 し時 間が必 要で あろ う。
　 最後 に、イ ンド におい ても ソフ トウェ アを 実質 的 に保 護 して いる著 作権 法 につい て若干 触れ て お
きた い。著 作権 法 の下で は 、オ リ ジナル なコ ンピ ュータ ・プログ ラム は 、そのプ ロ グラム が記 述 さ
れてハ ー ドドラ イブ 、フ ロッ ピー ディス ク等 に格 納され た段 階で 、 自動 的 に著 作権 が生 じる。 イン
ド に おい て は、1957年著 作権 法 が 、TRIPs協定の 基 準 を 満 た す よ う に1994年改 正 さ れ 、コ ン ビ
33)National　Taskforce　on　Information　Technology＆Software　Developmentにつ い て は 、<http〃it-taskforce.nic.irゾ>
34)し か し 、 製 造 方 法 に 関 す る ク レ ー ム 、 そ れ が 有 体 物 に な り 、 そ れ が ア ル ゴ リ ズ ム 又 は 特 定 の コ ン ピ ュ ー タ ・ プ





ユータ ・プ ログ ラム の定 義規 定が設 け られ37、ま た 、コ ン ピュ ータ ・プ ログラ ムが 不正コ ピ ーであ
るこ とを知 っ て使用 した 場合 には 、3年 以 下の禁 固及 び20万円ル ピー 以 下の罰金 、 又 はそ の双 方を
課 す こ とが 可能 とな る等(第63条)、 パ イラ シ ー撲 滅 に 向けて の罰則 強化 が見 られ てい る。 不 正コ
ピー を業 とし て逮捕 され た者 は過 去3年 で100人にも 上る と言わ れる。38
　 しか し 、パイ ラシ ー率 が 、2000年度 でも60%以 上 に上る といわ れるイ ン ド におい ては 、著作 権法
の実 質的な エ ンフォ ースメ ン トの 強化 は急務 であ る。39イン ド政府 は 、IT省が 中核 とな り、パ イラ
シー撲 滅 のた め全 国初の24時間ホ ットライ ン を 開設 し 、不 正コピ ー に関す る情報 提供 を 呼びか けた
り 、40NASSCOM等の 事業者 団 体、　MicrosoftやOracle、　Adobe等の企業 と とも に啓蒙活 動を 行っ
てい る。 しか し、IDC(International　Dat 　Corporation)の2001年度 調査 にお いても 、イ ン ドにお
い て2億4500万ド ル に上 る 損 益 が 推 定 さ れ る 等 、パ イ ラ シ ー によ る 被 害 は 依 然 と し て深 刻 で あ
る。41













37)第2条 において、言語の著作物にはコンピュータ ・プログラム 、コンピュータ にて作成 された表やコ ンピュー
　 　タ データベ ースを包含した編集物を含むと定義されている。これ は、TRIPs協定に整合したも のである。
38)<http://www.nasscom.org/articles/sw-export-growth.asp>
39)Business　Software　Alliance(BSA)のPiracy　Study(2001)によると、イ ンドのパイラシー率は、1995年には78%
　 　であったが、2000年には63%にま で下がったとの評価がある。一方 、イ ンドととも に、IT,ソフ トウェ ア部門
　 　での躍進 が期待される中国においては、パイラシー率は1995年の95%から2000年の94%とほとんど変化 を見せ





*な お、本稿 は、2001年度の(財)平 和 中島財団アジア 地域 重点学術研究助成(「イ ンド経済政策の転換 とソフ ト
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